
  

  

【表紙】   

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 九州財務局長 

【提出日】 平成19年3月22日 

【中間会計期間】 第43期中(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日) 

【会社名】 株式会社ハンズマン 

【英訳名】 HANDSMAN CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  大 薗 誠 司 

【本店の所在の場所】 宮崎県都城市吉尾町2080番地 

【電話番号】 (0986)38－0847 

【事務連絡者氏名】 専務取締役経営企画室長兼経理部長  小 田 清 謙 

【最寄りの連絡場所】 宮崎県都城市吉尾町2080番地 

【電話番号】 (0986)38－0847 

【事務連絡者氏名】 専務取締役経営企画室長兼経理部長  小 田 清 謙 

【縦覧に供する場所】 株式会社ジャスダック証券取引所 

   (東京都中央区日本橋茅場町一丁目４番９号) 



第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については、

記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 当社は、関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益を記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

  

回次 第41期中 第42期中 第43期中 第41期 第42期 

会計期間 

自 平成16年 
  ７月１日 
至 平成16年 
  12月31日 

自 平成17年
  ７月１日 
至 平成17年 
  12月31日 

自 平成18年
  ７月１日 
至 平成18年 
  12月31日 

自 平成16年 
  ７月１日 
至 平成17年 
  ６月30日 

自 平成17年
  ７月１日 
至 平成18年 
  ６月30日 

売上高 (千円) 7,604,568 8,080,470 9,325,864 14,891,023 16,615,619 

経常利益 (千円) 476,406 222,743 392,932 847,457 534,638 

中間(当期)純利益 (千円) 276,885 131,406 226,813 492,836 309,414 

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,057,500 1,057,500 1,057,500 1,057,500 1,057,500 

発行済株式総数 (株) 5,136,600 5,136,600 5,136,600 5,136,600 5,136,600 

純資産額 (千円) 5,165,236 5,411,782 5,711,159 5,383,861 5,587,324 

総資産額 (千円) 9,271,477 11,378,080 11,565,555 8,986,597 10,949,488 

１株当たり純資産額 (円) 1,006.14 1,054.17 1,112.48 1,046.39 1,088.36 

１株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) 53.93 25.60 44.18 93.66 60.27

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 20.00 20.00 

自己資本比率 (％) 55.7 47.6 49.4 59.9 51.0 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 529,743 △358,707 468,029 970,252 21,883

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △162,773 △1,510,533 △149,256 △599,974 △1,700,508

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △120,772 1,921,358 29,621 △247,461 1,444,472

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) 652,999 581,737 643,860 529,619 295,465

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(人) 
143 
(435)

158
(556)

170
(551)

158 
(437)

168
(553)



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当社は、関係会社を有しておりません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年12月31日現在の従業員数は、170名であります。 

なお、このほか臨時従業員の当中間会計期間における平均雇用人員は、551名(1日8時間換算)であります。 

(注) 従業員数は就業人員数であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 

  

  



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、海外経済の拡大を背景に輸出が増加し、設備投資も企業業績の好調さ

に支えられ拡大を続けており、また個人消費においても、緩やかな個人所得の増加によって増加傾向にあるな

ど、景気は緩やかに拡大してきております。 

しかしながら、当ホームセンター業界においては、商圏地域の拡大を目指した新規エリアへの出店等同業種内

の競争と他業態との垣根を超えた顧客争奪に加え、原油や原料高騰による商品原価の値上げによるコスト増加懸

念等があり、依然厳しい状況にあります。 

このような中、当社は「住まいと暮らしに関するものはすべて満たす」という方針のもと、お客様の要望され

る商品の導入拡充、専門知識を持った人材の育成に努めて、商品の品揃えやサービス面において同業他社や他業

態との差別化を図った、ＤＩＹの大型専門店としての店づくりに注力してまいりました。 

既存店においては、大野城店（平成17年11月オープン、福岡県大野城市）に導入したお客様要望商品(要望は

既存７店舗にて収集)を既存店舗にも展開し、品揃えの充実を図ってまいりました。また、11月以降においては

昨年と異なり暖冬の影響を受け、野外のＤＩＹ活動に適した気象条件が続いたことから、既存店の成績は、来店

客数が前年同期比104.7％と増え、また客単価もわずかながら上昇し前年同期比100.2％となったことから、売上

高は80億8千1百万円（前年同期比104.9％）となりました。全店では、前事業年度にオープンした大野城店のＤ

ＩＹ大型専門店としての認知度が上がり、週末来店客数に加え平日来店客数も増加し順調に来店客数を伸ばした

ことから、全店来店客数は前年同期比113.6％、全店客単価は前年同期比101.6％となり、全店売上高は前年同期

比115.4％の93億2千5百万円となりました。利益は売上高が伸びたことにより、経常利益が前年同期比176.4％の

3億9千2百万円、中間純利益は前年同期比172.6％の2億2千6百万円となりました。 

（注）営業開始13ヵ月経過後を既存店として定義しておりますので、既存店の各数値は大野城店（平成17年11月オープン）

の平成18年7月から11月までの5ヵ月間の営業成績を除いた数値(12月は既存店数値に算入)であります。下記部門別業績にお

いても同様であります。 

部門別業績は次のとおりであります。 

ＤＩＹ用品部門・・・ホビー・木製品、建材、手工具、電動工具、金物、塗料、接着剤、園芸資材、薬剤肥料・用

土、植物、エクステリア用品、石材 

ＤＩＹ用品部門は、ホビー・木製品、建材、手工具、電動工具、金物、塗料、接着剤、園芸資材、薬剤肥料・

用土、植物、エクステリア用品、石材の全てを継続して、最重点強化部門とし、お客様の要望される商品、プロ

需要商品の拡充などＤＩＹ大型専門店としての店づくりに努めてまいりました。その結果、既存店売上高は40億

8千5百万円（前年同期比105.2％）となり、全店売上高は47億6千8百万円（前年同期比117.7％）となりました。 



家庭用品部門・・・家庭用品、日用品、インテリア用品、電気資材用品、収納用品、住宅設備用品 

家庭用品部門もインテリア用品と電気資材用品、住宅設備用品のＤＩＹ関連を継続して最重点強化部門とし、

お客様の要望される商品の拡充に努めてまいりました。その結果、既存店売上高は26億8千8百万円（前年同期比

104.9％）となり、全店売上高は30億8千7百万円（前年同期比113.2％）となりました。 

カー・レジャー用品部門・・・カー用品、アウトドア用品、ペット、生体、文具 

カー・レジャー用品部門においても、お客様の要望される商品の拡充に努めてまいりました。その結果、既存

店売上高は13億6百万円（前年同期比104.1％）となり、全店売上高は14億6千9百万円（前年同期比112.8％）と

なりました。 

なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前年同期より6千2百万円増加の

6億4千3百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において営業活動の結果得られた資金は、4億6千8百万円（前年同期は3億5千8百万円の使用）

となりました。これは主に、税引前中間純利益が3億9千2百万円（前年同期比178.2％）となったことに加え、当

中間会計期間は新店が無くたな卸資産の増加はお客様要望商品の拡充によるものだけとなったことから、たな卸

資産の増加額が2億9千1百万円(前年同期比32.7％)となったことなどによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は、1億4千9百万円万円（前年同期比9.9％）となりまし

た。これは主に、当中間会計期間は新店が無く有形固定資産の取得による支出が熊本2号店土地一部取得による

ものだけとなったことから、有形固定資産の取得による支出が1億3千4百万円(前年同期比9.1％)となったことに

よるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において財務活動の結果得られた資金は、2千9百万円（前年同期比1.5％）となりました。こ

れは主に、前中間会計期間は新店に係る有形固定資産等の取得を長期借入金により調達しましたが、当中間会計

期間は投資活動によるキャッシュ・フロー同様、新店が無かったことによるものであります。 

  



２ 【販売及び仕入の状況】 

当中間会計期間の販売及び仕入の状況は、次のとおりであります。 

(1) 販売実績 

  

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 部門別の用品明細は次のとおりであります。 

  

  

(2) 単位当たり売上高 

  

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数には、臨時従業員(１日８時間換算)を含んでおります。 

３ １㎡当たり売上高には、ネット販売は含まれておりません。 

  

(3) 仕入実績 

  

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 部門別の用品明細は次のとおりであります。 

  

部門別 売上高(千円) 構成比(％) 前年同期比(％) 

ＤＩＹ用品 4,768,043 51.1 117.7 

家庭用品 3,087,881 33.1 113.2 

カー・レジャー用品 1,469,938 15.8 112.8 

合計 9,325,864 100.0 115.4 

(1) ＤＩＹ用品 ……ホビー・木製品、建材、手工具、電動工具、金物、塗料、接着剤、園芸資材、

薬剤肥料・用土、植物、エクステリア用品、石材 

(2) 家庭用品 ……家庭用品、日用品、インテリア用品、電気資材用品、収納用品、住宅設備用品

(3) カー・レジャー用品 ……カー用品、アウトドア用品、ペット、生体、文具 

項目   前年同期比(％) 

売上高 (千円) 9,325,864 115.4 

売場面積(平均) (㎡) 47,937 114.3 

１㎡当たり売上高 (千円) 194 101.0 

従業員数(平均) (人) 721 101.0 

１人当たり売上高 (千円) 12,937 114.3 

部門別 金額(千円) 構成比(％) 前年同期比(％) 

ＤＩＹ用品 3,492,351 49.5 105.8 

家庭用品 2,410,835 34.1 101.7 

カー・レジャー用品 1,156,466 16.4 105.4 

合計 7,059,653 100.0 104.3 

(1) ＤＩＹ用品 ……ホビー・木製品、建材、手工具、電動工具、金物、塗料、接着剤、園芸資材、

薬剤肥料・用土、植物、エクステリア用品、石材 

(2) 家庭用品 ……家庭用品、日用品、インテリア用品、電気資材用品、収納用品、住宅設備用品

(3) カー・レジャー用品 ……カー用品、アウトドア用品、ペット、生体、文具 



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について重要な変更は

ありません。 

(2) 当中間会計期間において新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。   

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。   

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 10,328,000 

計 10,328,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年12月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年3月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 5,136,600 5,136,600
ジャスダック
証券取引所 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 5,136,600 5,136,600 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成18年12月31日 ― 5,136,600 ― 1,057,500 ― 1,086,500 



(5) 【大株主の状況】 

平成18年12月31日現在 

(注) 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

大 薗 明 照 宮崎県都城市 630 12.27 

エイチエスビーシーバンクピー
エルシーアカウントアトランテ
ィスジャパングロースファンド 
（常任代理人 香港上海銀行 東
京支店） 

2 COPTHALL AVENUE. LONDON, ECR2 7DA UK
  
（東京都中央区日本橋三丁目11番1号） 

306 5.96

大 薗 誠 司 宮崎県北諸県郡三股町 256 4.98

ハンズマン社員持株会 宮崎県都城市吉尾町2080番地 239 4.66 

有限会社ガーデンビル 宮崎県都城市早水町14号5番地 227 4.42

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 

東京都港区浜松町二丁目11番3号 208 4.06 

日興シティ信託銀行株式会社 東京都品川区東品川二丁目3番14号 180 3.51 

大 薗 正 忠 宮崎県都城市 105 2.05 

株式会社ライフ建築設計事務所 宮崎県都城市高木町4716番地12 100 1.94 

資産管理サービス信託銀行 
株式会社 

東京都中央区晴海一丁目8番12号 99 1.94 

計 ― 2,354 45.83 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 208千株 

日興シティ信託銀行株式会社 180千株 

資産管理サービス信託銀行株式会社 99千株 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年12月31日現在 

  

② 【自己株式等】 

平成18年12月31日現在 

  
  
２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低平均株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 
普通株式  2,900 

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式5,133,100 51,331 同 上 

単元未満株式 普通株式   600 ― 同 上 

発行済株式総数 5,136,600 ― ― 

総株主の議決権 ― 51,331 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 
株式会社ハンズマン 

宮崎県都城市吉尾町 
2080番地 

2,900 ― 2,900 0.06

計 ― 2,900 ― 2,900 0.06 

月別 
平成18年 
７月 

８月 ９月 10月 11月 12月 

最高(円) 1,400 1,235 1,200 1,148 1,270 1,154 

最低(円) 1,220 1,080 1,100 1,070 1,010 1,050 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年７月１日から平成17年12月31日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間(平成18年７月１日から平成18年12月31日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年７月１日から平成17年12月31日まで)及

び当中間会計期間(平成18年７月１日から平成18年12月31日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより

中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年12月31日) 

当中間会計期間末 

(平成18年12月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年６月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

１ 現金及び預金   587,837    649,960   301,565    

２ 売掛金   74,299    95,699   85,970    

３ たな卸資産   4,479,922    4,639,849   4,348,013    

４ 繰延税金資産   14,621    21,439   73,507    

５ その他   210,642    168,428   125,127    

貸倒引当金   ―    △167   ―    

流動資産合計     5,367,323 47.2  5,575,209 48.2   4,934,185 45.1

Ⅱ 固定資産                

１ 有形固定資産 ※２              

(1) 建物 ※１ 3,292,316    3,094,726   3,195,794    

(2) 土地 ※１ 1,190,069    1,434,457   1,318,857    

(3) その他   652,864    589,491   624,763    

有形固定資産合計     5,135,250 45.1  5,118,675 44.3   5,139,415 46.9

２ 無形固定資産     193,222 1.7  182,607 1.6   188,815 1.7

３ 投資その他の資産                

(1) 敷金保証金   487,040    489,093   493,248    

(2) その他   198,143    206,643   197,021    

  貸倒引当金   △2,900    △6,673   △3,200    

投資その他の 
資産合計     682,284 6.0 689,062 5.9   687,070 6.3

固定資産合計     6,010,757 52.8  5,990,345 51.8   6,015,302 54.9

資産合計     11,378,080 100.0  11,565,555 100.0   10,949,488 100.0

                 



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年12月31日) 

当中間会計期間末 

(平成18年12月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年６月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

１ 買掛金   1,382,169    1,502,605   1,009,777    

２ 短期借入金 ※１ 2,344,000    2,372,700   2,073,900    

３ 未払法人税等   55,781    125,655   202,783    

４ その他   304,999    350,156   404,329    

流動負債合計     4,086,950 35.9  4,351,117 37.6   3,690,789 33.7

Ⅱ 固定負債                

１ 長期借入金 ※１ 1,861,400    1,488,700   1,655,200    

２ 繰延税金負債   17,668    14,299   15,894    

３ その他   279    279   279    

固定負債合計     1,879,347 16.5  1,503,278 13.0   1,671,373 15.3

負債合計     5,966,297 52.4  5,854,395 50.6   5,362,163 49.0

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     1,057,500 9.3  ― ―   ― ―

Ⅱ 資本剰余金                

１ 資本準備金   1,086,500    ―   ―    

資本剰余金合計     1,086,500 9.6  ― ―   ― ―

Ⅲ 利益剰余金                

１ 利益準備金   23,827    ―   ―    

２ 任意積立金   500,000    ―   ―    

３ 中間未処分利益   2,720,360    ―   ―    

利益剰余金合計     3,244,188 28.5  ― ―   ― ―

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金     28,194 0.2  ― ―   ― ―

Ⅴ 自己株式     △4,600 △0.0  ― ―   ― ―

資本合計     5,411,782 47.6  ― ―   ― ―

負債・資本合計     11,378,080 100.0  ― ―   ― ―

                 



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年12月31日) 

当中間会計期間末 

(平成18年12月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年６月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(純資産の部)                

Ⅰ 株主資本                

１ 資本金     ― ―  1,057,500 9.1   1,057,500 9.7

２ 資本剰余金                

(1) 資本準備金   ―    1,086,500   1,086,500    

資本剰余金合計     ― ―  1,086,500 9.4   1,086,500 9.9

３ 利益剰余金                

(1) 利益準備金   ―    23,827   23,827    

(2) その他利益剰余金                

別途積立金   ―    500,000   500,000    

繰越利益剰余金   ―    3,022,508   2,898,368    

利益剰余金合計     ― ―  3,546,336 30.7   3,422,196 31.2

４ 自己株式     ― ―  △4,600 △0.0   △4,600 △0.0

株主資本合計     ― ―  5,685,735 49.2   5,561,595 50.8

Ⅱ 評価・換算差額等                

１ その他有価証券 
  評価差額金    ― ― 25,424 0.2   25,729 0.2

評価・換算差額等 
合計    ― ― 25,424 0.2   25,729 0.2

純資産合計     ― ―  5,711,159 49.4   5,587,324 51.0

負債純資産合計     ― ―  11,565,555 100.0   10,949,488 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     8,080,470 100.0  9,325,864 100.0   16,615,619 100.0

Ⅱ 売上原価     5,864,335 72.6  6,760,606 72.5   11,997,547 72.2

売上総利益     2,216,135 27.4  2,565,258 27.5   4,618,072 27.8

Ⅲ 販売費及び 
一般管理費     2,219,723 27.4  2,398,105 25.7   4,513,314 27.2

営業利益又は 
営業損失(△）     △3,588 △0.0  167,153 1.8   104,757 0.6

Ⅳ 営業外収益 ※１   244,838 3.0  251,278 2.7   472,009 2.8

Ⅴ 営業外費用 ※２   18,506 0.2  25,499 0.3   42,128 0.2

経常利益     222,743 2.8  392,932 4.2   534,638 3.2

Ⅵ 特別利益     ― ―  ― ―   ― ―

Ⅶ 特別損失     2,251 0.1  ― ―   2,551 0.0

税引前中間 
(当期)純利益     220,491 2.7  392,932 4.2   532,086 3.2

法人税、住民税 
及び事業税   46,864    115,439   239,446    

法人税等調整額   42,220 89,085 1.1 50,678 166,118 1.8 △16,774 222,671 1.3

中間(当期)純利益     131,406 1.6  226,813 2.4   309,414 1.9

前期繰越利益     2,588,954   ―    ―  

中間未処分利益     2,720,360   ―    ―  

                 



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日) 

  

  

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 利益準備金 
その他利益剰余金 

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金 

平成18年６月30日残高(千円) 1,057,500 1,086,500 23,827 500,000 2,898,368 3,422,196 

中間会計期間中の変動額             

 剰余金の配当 ― ― ― ― △102,674 △102,674 

 中間純利益 ― ― ― ― 226,813 226,813 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) ― ― ― ― ― ― 

中間会計期間中の 
変動額合計(千円) ― ― ― ― 124,139 124,139 

平成18年12月31日残高(千円) 1,057,500 1,086,500 23,827 500,000 3,022,508 3,546,336 

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計 

その他
有価証券 
評価差額金 

平成18年６月30日残高(千円) △4,600 5,561,595 25,729 5,587,324 

中間会計期間中の変動額         

 剰余金の配当 ― △102,674 ― △102,674 

 中間純利益 ― 226,813 ― 226,813 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) ― ― △304 △304 

中間会計期間中の 
変動額合計(千円) ― 124,139 △304 123,834 

平成18年12月31日残高(千円) △4,600 5,685,735 25,424 5,711,159 



前事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

  

  

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 利益準備金 
その他利益剰余金 

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金 

平成17年６月30日残高(千円) 1,057,500 1,086,500 23,827 500,000 2,703,628 3,227,455 

事業年度中の変動額             

 剰余金の配当 ― ― ― ― △102,674 △102,674 

 利益処分による役員賞与 ― ― ― ― △12,000 △12,000 

 当期純利益 ― ― ― ― 309,414 309,414 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) ― ― ― ― ― ― 

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ― ― 194,740 194,740 

平成18年６月30日残高(千円) 1,057,500 1,086,500 23,827 500,000 2,898,368 3,422,196 

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計 

その他
有価証券 
評価差額金 

平成17年６月30日残高(千円) △4,600 5,366,855 17,005 5,383,861 

事業年度中の変動額         

 剰余金の配当 ― △102,674 ― △102,674 

 利益処分による役員賞与 ― △12,000 ― △12,000 

 当期純利益 ― 309,414 ― 309,414 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) ― ― 8,723 8,723 

事業年度中の変動額合計(千円) ― 194,740 8,723 203,463 

平成18年６月30日残高(千円) △4,600 5,561,595 25,729 5,587,324 



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間会計期間 

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

税引前中間(当期)純利益   220,491 392,932 532,086 

減価償却費   162,264 160,723 347,137 

貸倒引当金の増加額又は 
減少額（△）   ― 3,641 300 

受取利息及び受取配当金   △358 △429 △715 

支払利息   14,670 24,614 37,004 

早期決済奨励金   △159,205 △171,516 △295,660 

売上債権の増加額（△） 
又は減少額   △20,355 △9,728 △32,026 

たな卸資産の増加額（△） 
又は減少額   △891,360 △291,835 △759,452 

仕入債務の増加額 
又は減少額（△）   574,293 492,828 201,901 

未払消費税等及び 
未収消費税等の増減額   △175,469 △14,398 △61,266 

役員賞与金の支払額   △12,000 ― △12,000 

その他   3,496 △58,811 61,646 

小計   △283,533 528,019 18,954 

利息及び配当金の受取額   358 429 715 

利息の支払額   △16,621 △24,476 △38,186 

早期決済奨励金の受取額   144,975 156,647 291,150 

法人税等の支払額   △203,886 △192,590 △250,750 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △358,707 468,029 21,883 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

有形固定資産の取得による支出  △1,478,828 △134,598 △1,658,147 

有形固定資産の売却による収入   9 ― 9 

建設協力金の回収による 
収入  4,620 4,620 9,240 

貸付けによる支出   ― △23,400 ― 

敷金保証金の支出   ― ― △7,207 

敷金保証金の返還による 
収入  294 5,240 294 

その他   △36,628 △1,118 △44,697 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,510,533 △149,256 △1,700,508 



  

  

   
前中間会計期間 

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

区分 注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

短期借入れによる収入   4,030,000 3,700,000 6,980,000 

短期借入金の返済による支出   △3,080,000 △3,400,000 △6,380,000 

長期借入れによる収入   1,200,000 ― 1,200,000 

長期借入金の返済による支出   △126,300 △167,700 △252,600 

配当金の支払額   △102,341 △102,678 △102,927 

財務活動によるキャッシュ・フロー   1,921,358 29,621 1,444,472 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額又は 
減少額(△)   52,118 348,395 △234,153 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   529,619 295,465 529,619 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末 
(期末)残高   581,737 643,860 295,465 

   



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法 

(評価差額は、全

部資本直入法によ

り処理し、売却原

価は、移動平均法

により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による

原価法 

(1) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法 

(評価差額は、全

部純資産直入法に

より処理し、売却

原価は、移動平均

法により算定) 

時価のないもの 

同左 

(1) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場

価格等に基づく時

価法 

(評価差額は、全

部純資産直入法に

より処理し、売却

原価は、移動平均

法により算定) 

時価のないもの 

同左 

  (2) たな卸資産 

① 商品 

売価還元法による

原価法 

② 貯蔵品 

最終仕入原価法に

よる原価法 

(2) たな卸資産 

① 商品 

同左 

  

② 貯蔵品 

同左 

(2) たな卸資産 

① 商品 

同左 

  

② 貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用してお

ります。 

ただし、平成10年4

月1日以降に取得した

建物(附属設備を除く)

については、定額法を

採用しております。 

なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。 

建物及び構築物 

      8～38年 

車両運搬具 

      2～5年 

工具器具及び備品 

      4～15年 

(1) 有形固定資産 

  同左 

(1) 有形固定資産 

  同左 

  (2) 無形固定資産 

定額法を採用してお

ります。 

なお、自社利用のソ

フトウェアについて

は、社内における利用

可能期間(5年)に基づ

いております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

  (3) 長期前払費用 

均等償却しておりま

す。 

なお、償却期間につ

いては、法人税法に規

定する方法と同一の基

準によっております。 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については、貸

倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権

については、個別に回

収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上し

ております。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

４ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引については、通常の

賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 

５ ヘッジ会計の方法 (1) 繰延ヘッジ等のヘッジ

会計の方法 

ヘッジ会計の要件を

満たす金利スワップに

ついて、特例処理を採

用しております。 

(1) 繰延ヘッジ等のヘッジ

会計の方法 

同左 

(1) 繰延ヘッジ等のヘッジ

会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

・ヘッジ手段 

デリバティブ取引

(金利スワップ取引) 

・ヘッジ対象 

キャッシュ・フロ

ーが固定され、その

変動が回避されるも

の 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

  (3) ヘッジ方針 

当社は、変動金利を

固定金利に変換する目

的で一部の借入取引に

関し金利スワップ取引

を利用しているのみで

あり、投機目的及び短

期的な売買利益を目的

としたデリバティブ取

引は行わない方針であ

ります。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

  (4) ヘッジの有効性評価の

方法 

金利スワップの特例

処理を採用しているた

め、ヘッジの有効性の

判定は省略しておりま

す。 

(4) ヘッジの有効性評価の

方法 

同左 

(4) ヘッジの有効性評価の

方法 

同左 

  (5) その他リスク管理方法

のうち、ヘッジ会計に

係るもの 

金利スワップ取引

は、一部の借入金に限

定して利用しており、

取引の実行及び管理

は、借入金を主管する

経理部が行っておりま

す。 

また、多額の借入金

は取締役会の専決事項

であり、それに伴う金

利スワップ取引は取締

役会の承認を受けてお

ります。 

(5) その他リスク管理方法

のうち、ヘッジ会計に

係るもの 

同左 

(5) その他リスク管理方法

のうち、ヘッジ会計に

係るもの 

同左 

６ 中間キャッシュ・

フロー計算書（キ

ャッシュ・フロー

計算書）における

資金の範囲 

手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取

得日から３か月以内に償

還期限の到来する短期投

資からなります。 

同左 同左 

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



（中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更） 

  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適用して

おります。 

これによる損益に与える影響は

ありません。 

  

―――――――――――――― 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会 平

成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）を適用しておりま

す。 

これによる損益に与える影響は

ありません。 

  

  

―――――――――――――― 

  

  

―――――――――――――― 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準第5号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月9日 

企業会計基準適用指針第8号）を適

用しております。 

 なお、従来の資本の部の合計に相

当する金額は5,587,324千円であり

ます。 

 財務諸表等規則の改正により、当事

業年度における貸借対照表の純資産の

部については、改正後の財務諸表等規

則により作成しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成17年12月31日) 

当中間会計期間末
(平成18年12月31日) 

前事業年度末 
(平成18年６月30日) 

※１ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。 

※１ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。 

※１ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。 

(1) 担保に供している資産 

建物 2,162,743千円

土地 841,755千円

計 3,004,498千円

(1) 担保に供している資産 

建物 2,085,873千円

土地 841,755千円

計 2,927,629千円

(1) 担保に供している資産 

建物 2,127,243千円

土地 841,755千円

計 2,968,998千円

(2) 上記に対応する債務 

短期 
借入金 

1,044,000千円

長期 
借入金 

1,861,400千円

計 2,905,400千円

(2) 上記に対応する債務 

短期
借入金 

1,093,400千円

長期
借入金 

1,488,700千円

計 2,582,100千円

(2) 上記に対応する債務 

短期
借入金 

973,900千円

長期
借入金 

1,655,200千円

計 2,629,100千円

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,193,208千円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,526,387千円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,371,872千円 

前中間会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

早期決済 
奨励金 

159,205千円

受取 
手数料 

78,610千円

受取利息 6千円

※１ 営業外収益の主要項目 

早期決済 
奨励金 

171,516千円

受取 
手数料 

73,824千円

受取利息 65千円

※１ 営業外収益の主要項目 

早期決済 
奨励金 

295,660千円

受取 
手数料 

155,003千円

受取利息 11千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 14,670千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 24,614千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 37,004千円

３ 減価償却実施額 

有形固定 
資産 

156,196千円

無形固定 
資産 

6,068千円

３ 減価償却実施額 

有形固定 
資産 

154,515千円

無形固定 
資産 

6,208千円

３ 減価償却実施額 

有形固定 
資産 

334,860千円

無形固定 
資産 

12,276千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

該当事項はありません。 
  
  

前事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式 5,136,600 株 ― ― 5,136,600 株 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式 2,900 株 ― ― 2,900 株 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年9月27日 
定時株主総会 

普通株式 102,674 20.00 平成18年6月30日 平成18年9月28日 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式 5,136,600 株 ― ― 5,136,600 株 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式 2,900 株 ― ― 2,900 株 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成17年9月29日 
定時株主総会 

普通株式 102,674 20.00 平成17年6月30日 平成17年9月30日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当原資 １株当たり配
当額 （円）

基準日 効力発生日 

平成18年9月27日 
定時株主総会 

普通株式 102,674 利益剰余金 20.00 平成18年6月30日 平成18年9月28日



  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成17年12月31日)

現金及び預金勘定 587,837千円

預入期間が３か月 
を超える定期預金 

△6,100千円

現金及び 
現金同等物 

581,737千円

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成18年12月31日)

現金及び預金勘定 649,960千円

預入期間が３か月 
を超える定期預金 

△6,100千円

現金及び 
現金同等物 

643,860千円

現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

(平成18年６月30日)

現金及び預金勘定 301,565千円

預入期間が３か月 
を超える定期預金 

△6,100千円

現金及び 
現金同等物 

295,465千円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

  
車両 
運搬具 
(千円) 

  
工具器 
具及び 
備品 
(千円) 

  
ソフト 
ウェア 
(千円) 

  合計 
(千円)

取得 
価額 
相当額 

52,592  296,804  14,987  364,384

減価 
償却 
累計額 
相当額 

17,333  159,445  9,981  186,760

減損損失
累計額 
相当額 

―  ―  ―  ―

中間期 
末残高 
相当額 

35,258  137,359  5,006  177,624

         

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

  
車両 
運搬具 
(千円) 

 

工具器
具及び
備品 
(千円)

 
ソフト
ウェア
(千円)

 
合計
(千円)

取得 
価額 
相当額 

52,690  263,465  13,607  329,763

減価 
償却 
累計額 
相当額 

24,579  131,382  8,473  164,434

減損損失
累計額 
相当額 

―  ―  ―  ―

中間期 
末残高 
相当額 

28,111  132,083  5,134  165,328

         

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額

及び期末残高相当額 

 
車両
運搬具
(千円)

 

工具器 
具及び 
備品 
(千円) 

  
ソフト 
ウェア 
(千円) 

  合計 
(千円) 

取得
価額 
相当額 

55,964  306,234  11,084  373,283

減価
償却 
累計額 
相当額 

24,569  180,383  7,403  212,356

減損損失
累計額 
相当額 

―  ―  ―  ―

期末
残高 
相当額 

31,395  125,850  3,680  160,926

        

② 未経過リース料中間期末残高

相当額等 

  未経過リース料中間期末残高

相当額 

   
  リース資産減損勘定の残高 

            －千円 

１年内 64,798千円

１年超 114,124千円

合計 178,923千円

② 未経過リース料中間期末残高

相当額等 

  未経過リース料中間期末残高

相当額 

   
  リース資産減損勘定の残高 

            －千円 

１年内 53,801千円

１年超 113,771千円

合計 167,572千円

② 未経過リース料期末残高相当

額等 

  未経過リース料期末残高相当

額 

  
  リース資産減損勘定の残高 

            －千円 

１年内 58,692千円

１年超 109,169千円

合計 167,862千円

③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失 

支払リース料 41,317千円

リース資産減
損勘定の取崩
額 

－千円

減価償却費 
相当額 

40,049千円

支払利息 
相当額 

705千円

減損損失 －千円

③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失 

支払リース料 34,807千円

リース資産減
損勘定の取崩
額 

－千円

減価償却費 
相当額 

33,724千円

支払利息 
相当額 

954千円

減損損失 －千円

③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失 

支払リース料 77,309千円

リース資産減
損勘定の取崩
額 

－千円

減価償却費 
相当額 

75,508千円

支払利息 
相当額 

1,304千円

減損損失 －千円



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

…リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

…リース料総額とリース物件

の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息

法によっております。 

利息相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

同左 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 7,858千円

１年超 14,960千円

合計 22,818千円

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 5,970千円

１年超 8,990千円

合計 14,960千円

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 6,442千円

１年超 11,975千円

合計 18,417千円



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年12月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間貸借対照表計上額 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末(平成18年12月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間貸借対照表計上額 

該当事項はありません。 

  

前事業年度末(平成18年6月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額 

該当事項はありません。 

  

種類 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 32,023 79,250 47,227 

合計 32,023 79,250 47,227 

種類 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 32,023 74,609 42,586 

合計 32,023 74,609 42,586 

種類 
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 32,023 75,120 43,097 

合計 32,023 75,120 43,097 



(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

金利関連 

  

(注) １ 時価の算定方法 

金利スワップ契約を締結している取引銀行から提示された価格によっております。 

２ 上記金利スワップ契約における想定元本額は、この金額自体がデリバティブ取引に係わる市場リスク量を示すものではあ

りません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

  

(持分法損益等) 

  

  

区分 種類 

前中間会計期間末 
(平成17年12月31日) 

当中間会計期間末
(平成18年12月31日) 

前事業年度末 
(平成18年６月30日) 

契約額等 
(千円) 

契約額等
のうち 
１年超 
(千円) 

時価 
(千円) 

評価 
損益 
(千円) 

契約額等
(千円)

契約額等
のうち 
１年超 
(千円) 

時価
(千円)

評価
損益 
(千円) 

契約額等
(千円) 

契約額等 
のうち 
１年超 
(千円) 

時価 
(千円) 

評価
損益 
(千円) 

市場取引 
以外の取引 

スワップ 
取引 

支払固定・ 
受取変動 

82,000 26,000 △902 △902 26,000 ― 87 87 54,000 ― △325 △325

合計 82,000 26,000 △902 △902 26,000 ― 87 87 54,000 ― △325 △325

前中間会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

――― 該当事項はありません。 同左 

前中間会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

当社は、関連会社がないため、該当

事項はありません。 

同左 同左 



(１株当たり情報) 

  

（注） 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

２ １株当たり中間(当期)純利益 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

１株当たり純資産額 1,054円17銭 １株当たり純資産額 1,112円48銭 １株当たり純資産額 1,088円36銭

１株当たり中間純利益 25円60銭 １株当たり中間純利益 44円18銭 １株当たり当期純利益 60円27銭

なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、潜在株式が
存在しないため、記載しておりませ
ん。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益については、潜在株式が存
在しないため、記載しておりませ
ん。 

項 目 前中間会計期間末
(平成17年12月31日) 

当中間会計期間末
(平成18年12月31日) 

前事業年度末
(平成18年６月30日) 

中間貸借対照表の純資産

の部の合計額 
(千円) ―――― 5,711,159 ―――― 

普通株式に係る純資産額 (千円) ―――― 5,711,159 ―――― 

普通株式の発行済株式数 (株) ―――― 5,136,600 ―――― 

普通株式の 

自己株式数 
(株) ―――― 2,900 ―――― 

1株当たり純資産額の 

算定に用いられた 

普通株式の数 

(株) ―――― 5,133,700 ―――― 

項 目 前中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

中間(当期)純利益  (千円) 131,406 226,813 309,414 

普通株主に帰属しない金

額  
(千円) ―――― ―――― ―――― 

普通株式に係る中間(当

期)純利益  
(千円) 131,406 226,813 309,414 

普通株式の 

期中平均株式数 
(株) 5,133,700 5,133,700 5,133,700 



  

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第42期(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日)平成18年9月28日九州財務局長に提出。 

  

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社ハンズマン 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ハンズマンの平成１７年７月１日から平成１８年６月３０日までの第４２期事業年度の中間会計期間(平成１７年

７月１日から平成１７年１２月３１日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ハンズマンの平成１７年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成１

７年７月１日から平成１７年１２月３１日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

平成１８年３月１０日 

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  松  尾  政  治  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  内  藤  真  一  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社ハンズマン 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ハンズマンの平成１８年７月１日から平成１９年６月３０日までの第４３期事業年度の中間会計期間(平成１８年

７月１日から平成１８年１２月３１日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株

主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ハンズマンの平成１８年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成１

８年７月１日から平成１８年１２月３１日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

平成１９年３月１６日 

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  松  尾  政  治  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  内  藤  真  一  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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